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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

 第１四半期
連結累計期間

第58期
 第１四半期
連結累計期間

第57期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 1,405,526 1,719,414 7,243,755

経常利益又は経常損失（△） （千円） 76,441 △23,557 546,297

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 79,357 △41,347 428,718

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 81,507 △66,189 396,111

純資産額 （千円） 4,195,007 4,373,669 4,509,582

総資産額 （千円） 11,139,440 11,835,868 12,140,277

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 13.65 △7.11 73.78

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 37.6 36.9 37.1

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第57期第１四半期連結累計期間及び第57期

に関しては、潜在株式が存在しないため、第58期第１四半期連結累計期間に関しては、１株当たり四半期純損

失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　東栄リーファーライン(E04267)

四半期報告書

 2/17



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループ(当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、雇用情勢は引き続き改善傾向にあるものの、個人消費は力

強さを欠き、また株安・円高などによる企業業績への影響懸念などもあって景気回復には弱さが見られました。

　このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の売上高は貿易事業においてまぐろ類の販売数量増大が寄与

し、17億１千９百万円（前期比３億１千３百万円 22.3％増）となったものの、船舶の定期修繕集中により営業損

失１百万円（前期営業利益は５千６百万円）、経常損失２千３百万円（前期経常利益は７千６百万円）、親会社株

主に帰属する四半期純損失４千１百万円（前期親会社株主に帰属する四半期純利益は７千９百万円）となりまし

た。

 

当第１四半期連結累計期間と前第１四半期連結累計期間の連結業績比較は以下のとおりです。

　(百万円)

前第１四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日

　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年６月30日)

増減率

(％)

売 　 上 　高 1,405 1,719 22.3 

営 業 利 益 56 △1 － 

経 常 利 益 76 △23 － 

親会社株主に帰属する　

四 半 期 純 利 益
 79 △41 － 

 

また、セグメントごとの業績は以下のとおりです。

セグメント(百万円)

前第１四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日

　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年６月30日)

増減率

(％)

海 運 事 業
売 上 高 580 620 6.8 

セグメント利益 91 6 △93.3 

貿 易 事 業
売 上 高 300 711 137.0 

セグメント利益 7 30 329.2 

洋上給油事業
売 上 高 374 246 △34.1 

セグメント利益 17 19 13.5 

船舶貸渡事業
売 上 高 150 140 △6.2 

セグメント利益 17 13 △23.8 
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① 海運事業

　海運事業につきましては、新造船豪太丸増隻により前年同期と比べ増収となりました。原価は燃料価格下落など

の寄与があったものの船舶の定期修繕集中により、前年同期と比べ減益となりました。

 

② 貿易事業

　貿易事業につきましては、まぐろ類の販売数量増大が寄与するとともに、台湾子会社事業強化策の着実な進捗に

より外部売上・利益ともに増加し、前年同期と比べ増収増益となりました。

 

③ 洋上給油事業

　洋上給油事業につきましては、前年同期と比べて販売数量はほぼ同量であったものの、燃料油価格下落に伴う販

売単価低下により減収となりました。セグメント利益につきましては徹底したコスト削減の結果、前年同期と比べ

僅かではありますが、増益となりました。

 

④ 船舶貸渡事業

　船舶貸渡事業につきましては、円高の影響により前年同期と比べ減収減益となりました。

 

(2）資産、負債および純資産の状況

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ３億４百万円減少し、118億３千５百万円と

なりました。このうち流動資産は前連結会計年度末に比べ２億４千８百万円減少し、57億７千１百万円となりまし

た。これは、その他に含まれる短期貸付金３億５千７百万円、立替金３億２百万円などが増加したものの、現金及

び預金８億２千５百万円、商品及び製品２億８千万円などが減少したことによるものです。固定資産は前連結会計

年度末に比べ５千６百万円減少し、60億６千４百万円となりました。これは、その他に含まれる長期貸付金９千万

円などが増加したものの、船舶が減価償却により１億４千３百万円減少したことなどによるものです。

　負債は、前連結会計年度末に比べ１億６千８百万円減少し、74億６千２百万円となりました。これは、流動負債

で海運業未払金及び買掛金１億８千７百万円などが増加し、固定負債で長期借入金２億８千２百万円などが減少し

たことによるものです。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ１億３千５百万円減少し、43億７千３百万円となりました。これは、親会社

株主に帰属する四半期純損失４千１百万円の計上と前期末の配当金６千９百万円の支払いにより利益剰余金が１億

１千１百万円減少したことなどによるものです。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末より0.2ポイント減少し36.9％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、前事業年度の有価証券報告書に記載した事項について重要

な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,050,000 6,050,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,050,000 6,050,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

－ 6,050,000 － 890,000 － 853,550
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（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

239,700

― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

5,808,900
58,089 ―

単元未満株式
普通株式

1,400
― ―

発行済株式総数 6,050,000 ― ―

総株主の議決権 ― 58,089 ―

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式56株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

株式会社

東栄リーファーライン

東京都港区芝

三丁目５番５号
239,700 ― 239,700 3.9

計 － 239,700 ― 239,700 3.9

 

 

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」（昭和29年運輸省告示第431号）及び「四半期連結財務

諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

海運業収益 730,494 761,027

海運業費用 563,799 681,368

海運業利益 166,695 79,659

貿易業収益 300,183 711,483

貿易業費用 263,350 656,354

貿易業利益 36,833 55,128

洋上給油事業収益 374,848 246,903

洋上給油事業費用 356,821 227,008

洋上給油事業利益 18,027 19,895

売上総利益 221,555 154,683

販売費及び一般管理費 165,004 156,569

営業利益又は営業損失（△） 56,551 △1,885

営業外収益   

受取利息 25,881 18,170

受取配当金 2,284 1,502

為替差益 4,449 －

その他 1,525 4,004

営業外収益合計 34,141 23,677

営業外費用   

支払利息 13,270 13,669

為替差損 － 28,635

その他 980 3,045

営業外費用合計 14,250 45,349

経常利益又は経常損失（△） 76,441 △23,557

特別利益   

投資有価証券売却益 25,069 －

特別利益合計 25,069 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
101,511 △23,557

法人税、住民税及び事業税 867 2,360

法人税等調整額 21,287 15,428

法人税等合計 22,154 17,789

四半期純利益又は四半期純損失（△） 79,357 △41,347

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
79,357 △41,347
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 79,357 △41,347

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △9,124 △5,652

繰延ヘッジ損益 9,811 △11,438

為替換算調整勘定 1,463 △7,751

その他の包括利益合計 2,150 △24,842

四半期包括利益 81,507 △66,189

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 81,507 △66,189

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（２）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,319,415 1,493,678

受取手形・海運業未収金及び売掛金 1,063,611 1,048,137

商品及び製品 471,754 191,628

原材料及び貯蔵品 193,907 215,499

その他 1,973,209 2,825,031

貸倒引当金 △1,734 △2,177

流動資産合計 6,020,163 5,771,798

固定資産   

有形固定資産   

船舶（純額） 5,009,181 4,865,961

その他（純額） 13,661 12,489

有形固定資産合計 5,022,842 4,878,450

無形固定資産 29,749 26,423

投資その他の資産   

その他 1,068,004 1,159,742

貸倒引当金 △482 △546

投資その他の資産合計 1,067,521 1,159,196

固定資産合計 6,120,114 6,064,070

資産合計 12,140,277 11,835,868
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

海運業未払金及び買掛金 639,048 826,562

短期借入金 1,219,374 1,166,434

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

未払法人税等 34,749 11,077

賞与引当金 75,694 11,749

役員賞与引当金 40,000 －

その他 466,295 553,654

流動負債合計 2,505,161 2,599,477

固定負債   

社債 20,000 10,000

長期借入金 4,869,719 4,587,448

特別修繕引当金 21,033 33,617

退職給付に係る負債 148,805 149,440

その他 65,975 82,215

固定負債合計 5,125,533 4,862,721

負債合計 7,630,695 7,462,198

純資産の部   

株主資本   

資本金 890,000 890,000

資本剰余金 961,593 961,593

利益剰余金 2,669,636 2,558,566

自己株式 △49,181 △49,181

株主資本合計 4,472,047 4,360,977

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 37,509 31,856

繰延ヘッジ損益 △6,397 △17,835

為替換算調整勘定 6,422 △1,328

その他の包括利益累計額合計 37,534 12,692

純資産合計 4,509,582 4,373,669

負債純資産合計 12,140,277 11,835,868
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

 

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 111,597千円 148,017千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月12日

取締役会
普通株式 87,154 15  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 
 

当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月12日

取締役会
普通株式 69,722 12  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　　前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１．　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 海運事業 貿易事業
洋上給油
事業

船舶貸渡
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 580,229 300,183 374,848 150,265 1,405,526 － 1,405,526

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 580,229 300,183 374,848 150,265 1,405,526 － 1,405,526

セグメント利益 91,047 7,133 17,123 17,679 132,983 (76,432) 56,551

（注）１. セグメント利益の調整額76,432千円には、セグメント間取引消去4,650千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用81,082千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

　   ２. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　　当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

１．　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 海運事業 貿易事業
洋上給油
事業

船舶貸渡
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 620,148 711,483 246,903 140,879 1,719,414 － 1,719,414

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － －

計 620,148 711,483 246,903 140,879 1,719,414 － 1,719,414

セグメント利益

又は損失（△）
6,010 30,623 19,438 13,465 69,537 (71,423) △1,885

（注）１. セグメント利益又は損失(△)の調整額71,423千円には、セグメント間取引消去4,650千円、各報告

セグメントに配分していない全社費用76,073千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

　   ２. セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２. 　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
13円65銭 △7円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

79,357 △41,347

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失

金額（△）（千円）

79,357 △41,347

普通株式の期中平均株式数（株） 5,810,316 5,810,244

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）
 
　当社は平成28年８月９日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、自己株式の取得

を以下のとおり実施いたしました。

 

（１）自己株式取得に関する取締役会の決議内容

①　自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した資本政策の遂行を可能とするため。

②　取得する株式の種類

当社普通株式

③　取得する株式の総数

275,000株（上限）

④　取得する日程

平成28年８月10日

⑤　取得価額の総額

84,150千円（上限）

⑥　取得の方法

東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）における取得

（２）取得日

平成28年８月10日

（３）その他

　上記自己株式立会外買付による取得の結果、当社普通株式275,000株（取得価額84,150千円）を取得いたし

ました。
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２【その他】

平成28年５月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　　（１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　69,722千円

　　（２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　12円

　　（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　平成28年６月30日

　（注）　平成28年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書

平成28年８月12日

株式会社東栄リーファーライン

取　締　役　会　　御中

 

監査法人アヴァンティア

代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士  小笠原　　　直　　印

業務執行社員  公認会計士  戸　城　秀　樹　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東栄

リーファーラインの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４

月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結貸借対照表及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東栄リーファーライン及び連結子会社の平成28年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は、平成28年８月９日開催の取締役会において、自己株式を取得す

ることを決議し、平成28年８月10日付けで取得している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

  

  

（注）１． 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は

 当社（四半期報告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２． ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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